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平成6年度の経済見通し

と経済運営の基本的態度

平成6年3　月　4　日
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‘平成6年度の経済見通しと窪済運営の基本的態度

．（票；
年3月4日

議　決　定

1．平成5年度の我力嘔経済と国際経済情勢

（1】平成5年度の壬勧嘔擬済

平成5年度の我が国経済をみると、公共投資は堅亘剛こ推移し住宅投資も高い水準で推移しているもの

の、引き抜き個人消費は低迷し民間設備投資も減少するなど∴循環的な要因やバブル経済の崩壊の影響

に加え、円高等の影響もあって、我が国経済は総じて†敲紛慌いている。雇用1冊も製造業を中心に厳

しさがみられる。また－内外の経済環如）変化もあってｉ経済の先行きに対する中期的な不透明乳閉

塞感も広がるなど㍉今後の景気回復には予断を許さないものがある。－づ丸経静収支軋引き続き高い

水準にあるものの、黒字幅は前年水準より縮小している。

政府は、このような経済情勢を踏まえ、経済の先行きに対する不透明感を払拭し我が国経済を内需を

中心とするインフレなき持続可能な成長経路へ円滑に移行させるため、景知頭堆しキ平成5年度予算

に加え、平成5年4月には総合的な経済対策を、同年9月には緊急経済対策を、さらに平成6年2月に

は総合経済対策を決定しその着実な実施を図るなど、適切か一瑚乾動的な経済運営に努めてきた。

こ咄私平成5年度の我が国経済は、国内総生産の実質成長率が0．2タ‘程度となるなど別添の主

要経済指標平成5年度の棚のとおりと見込まれる。

（2）我が国経済をとりまく国際経済情勢

次に、我が国経済を取り巻く国際経済情勢をみると、世界経済は、力強い成長の兆り瑛まだみられれ

地域別に明暗分かれる展開となっている。アメリカでは内需を中心に景気虻大が掛、ているものの、西

ヨーロッパでは総じて低迷が続いている。発展途上国をみると、東アジア昼堅調な成良を続けており、

特に中国は過熱ぎみの高成長が続いている。中南米諸国は財政赤字の削減等の経済構造改革により経済

か好転、資本流入が腹活している。アフリカでは総じて貧困化カⅦ漉している。また、旧ソ連地臥・中

・東欧諸国では、市場経済移行に向けた歩みの中で、一部諸国に明るい動きが見られるものの、依然厳

ＬＬ奄済状態にある。他方、ＥＣ市勒統合の実現に続いて、北米自由貿易脇定か発効する十九アジア

・太平洋地域の魁窮と流が活発化しアジア・太平洋経済脇力を通じた開かれた地域協力が進展している。

また、一部には保護主副勺な動きがなお根強い中で、ウルグァイ・ラウンド交渉が実質的に妥結し、多

角的自由貿易体制の維持・強化による世界経済の発展が期待されている。

2．平成6年度の姪済運営の基本的態度

以上のような情勢を桔まえ、平成6年度においては、次のとおり、現在及び将来を見据え、我が国経済
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の基本的課姐こ対応した経済運営に臨むものとする。

第一は、総じて低迷か続き厳しい状況にある現在の我が国経済を、できるだけ早い時籾に本柏的な回復

軌道に寮吐∴平成7年度以降の醜眼を確実なものとすることである。このため、平成6年度末までの

間に可能な限り有効な施策を展開していくこととし、平成6年2月の総合経済対策を着実に実施するとと

もに平成6年度予算においても平成5年度第3次補正予算とあわせ可能な限り景気に配慮するよう努め

るなど、適切かつ燐動的な経済運営に努める。

すなわち、所得減税の実鳥組社会資本生協のｌ随宅地の円滑な供給や良質かつ適正な価格の住宅供

給の促進、土地の有効利用を通じた公共事業や住宅建設等の推進㍉規制緩和を始め民間活力が発揮される

項蟻の整備を通もた民間投資の楓さらには、経営安定及び粗造改革等を図るための中／ｊ唖柴対策、国

際化に対応し瑚掛脹失業の予防や窟細緒の再就敗促進、雇用機会の開発への支援を含む雇用対策、

など各般の施策を講ずる。また、金融臓関による資金の円滑な供給、不良資産等の姐促進及び証券市場

の活性化のための措置などを引き続き補するほれ金融政策については、内外経済動向及び国際通貨情勢

を注現しつ・功轟切かつ傲軌的な運営を図る。さらに、円高差翫兢争改姓のｌ阻臥公共料金について

の厳正な取扱し＼価指動向の調査・監視等を通じ引き続き物価の安定に努める。

第二は、経済の先宿葛に対する不透明感の払拭、閉塞感の打破を通じて景気の回復に資するとともに、

創造的で活力ある経済社会を実現するため、我が国経済の将来的な発展項境を整備することである。

すなわち、新規奉業の餓蛤や事業の拡大等∴按争の促進や価格の弾力1甲を通じた市場の効率化市吻

アクセスの改善を通じた輸入の肺駐中請負担の軸机こよる経済コストの削減等の経済的効果を期する観

点から、規制緩和を推進する。また、事業再編を促す－一方、新たなフロンティアを開拓し∴新規産業の発

展や創造的な事業展開を促す観点から、創造的研究開発のｌ随独創的な人材の弧高度情報化に向け

た環境の整備等を推進する。さらに、国土の特色ある先展に向けて、東京への集中の弊害の除去と地方の

活性化を図ることにより多極分散型国土の形成を促進し安全で良質な国土・居住空間の形成等に努める。

加えて、エネルギーの安定供給楓農業における効率的で安定的な経営体の育成鞠こよる食料供給力の

確保や林業、水産業の活性化を図る。また∴喋蝿との調和を図ることにより、持続的発展が可能な経済社

会の構築を闘旨九

第三は、国民が真の豊かさを実感できる紐済社会の構築を目指すことである。このため、経済成良のあ

り方やその成果の活用に対する考え方を生活者・消費者重視へ変革していくことにより、国民経済の目標

をより直接的に生活の質の向上に結びつけていくよう努める。

すなわち、国民生活の盤の向上に重点を置いた社会資本の盤臥勤労者世帯の平均年収の5倍程度を目

安に良質な住宅の取得が可能となること等を目指した土地対策、住宅対策等の充実による良質な住宅の昔

横と安全で良好な居的糾紗整胤年間総労帥時間1800時間の達成に向けた労脚寺間の鰯宿のための

融軋弘拗膚任制度を始めとした組合的な消費者被害防止・救済制度の確立等消費者保線こ関する緒施

－2－

′ヽ

策、さらには、頒′　軸、輸入促進等を通じた内外価格差の縮／」＼など各般の施策を補する。

第四は、調和ある対外経済関係の形成と世界経済培性ｆｈの横極的貢献を行うとともに、自由貿易体制

の皐田寺・強化に向け率先して努力することである。

このため、輸入インフラの整備等の輸入拡大努力、対日直接投資の促進や対外直接投資の円治ｆＬ市場

開放隅組苦情処理体制（ＯＴＯ）の械能の活用等を通じた市場アクセスの改善を推進し、貿易・投資の拡

大均衡を図るほれ金融・資本市場の「暦の自由化を図る。また、ウルグァイ・ラウンド交渉の成果の着

実な実施に努めるとともに、新しい分野での国際ルール作りに横極的に参加1し、自由貿易体制の一層の強

化に責撤する。一一克開発途上国の経済社会開発鞠±資するため、政府開発援助大綱の理念・原則を踏ま

えうつ∴政府開発援助の第5次中期目標に基づく経済協力の拡充と、貿易、投資等を通じた開発途上国に

対する資金馳力の促進を図る。旧ソ連地峡等旧計画経済諸国については、1各国の変革の方向や情勢の変化

を考慮しつつ」市場蹄への円滑な移行のための技術的支援等適切な支援を推進する。塀鼠人口、エイ

ズ等1臓礪膿の間取こついては、技術開発の推進等により問題の解明と解決に貢献するとともに、開発途

上国への協力を進める。

第五は、行財政改革を弓肋に推進することである。

すなわち、経済社会の変化に対応して適切な行政が行われるよう、行政の役割を見直し、鱒素敵効率

化を図るペく、行政改革推進本即を中心として行政改革を推進する。組卵地価こついては、原則自由・

例外規制とすることを基本的考え方とし、大幅な緩和を目貯九社会的規制については、本来の政策剛勺

に沿った必要最小限のものとすることを基本的考え方とし、1伽藍した見直しを進める。国・地方の披旭分

担等の見直しを始めとして、国・地方の関係等の改革を進め、地方分抱の推進を図る。

また、毛勧唱の財政は、巨卸）国債翠横に伴う国債費負担等により極めて厳し川畑肪嘘き、経済運営

の政策選択の幅か挟まっている机財政が高齢化言国際化等に適切に対応しうるよう、公憤残高が累増し
ｌ

ないような体質を作り上げる必要がある。このため、歳出面では、公憤発行額を可能な限り抑制するため

歳出の節減合理化を行う一方、社会経済情勢の変化を踏まえ緊要と考えられる分野に重点化を図る。また、

税制改革については、公正で活力ある高齢化杜会を実現するため、引き続き検討を進め、年内の国会にお

いて関係の法律の成立を図るものとする。

3．平成6年度嘩蹟見通し

上記のような経済運営の下において、我が国経済は平成6年度中に本格的な景気回復軌道に乗るものと

見込即も国内総生産の実質成長率は2．4矧こなるなど、平成6年度の経済見通しは、おおむね別添の

主要経済指憬平成6年度の欄のとおりである。なお、我が国経済は民間活動がその主体をなすものである

こと、また、特に国脚鬼の変化には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の

幅をもって考えられるべきである。
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別添

1．国　内　総　生　産

主　要　経　済　指・痍

‘ 平 成 4 年 度 「

．（実　 損紗

平 成 5 年 度

圃 鋤 ・・

T 平 成 5 年 度 ．

． －（貝 尽 け ＿

潮 前 年 厚 地 坤 ．務 率 十

・平 成 一．5 年 隙 平 成 ‥辱 年 度

∴ ．民 臥 最 終 一頭 費 雇 牒 「

∴名 目 ．・タ坪 】 名 薗 ・兆 円 程 度 名 目 十 兆 円 程 度 舞 程 度 輝 度

．2 ．6 6 ．＿ ・4 ・ 7・－．2 7 1 ∴ 6 2 8 2 ∴ 3 ，1 ． 9 ；4 ∴ P ．

‾ 卑 ∵ 閏 「 ．．堰 ． 宅 ． 　 2 2 」 3 ふ． 、2 4 ．‾　7 2 6 ． 、2 ・ ．8 ．．2 ∴ ．．－．6 ． ・3

′，．民　 間 ∴食 ．一業 ．・投 ．＿傭 ‘ ・‾8 3 ト 息 7 6 ． 4 ・－ 7 6 ． 5 ． ▲ ‾8 ． 3 －＿ ∴ 0 ． ‾ト

． 民 周 在 庫 一品 増 加 ．． p ∴ 9 1 ∴ 壷
1 ． 7 ・ 1 4 9 ．． 2 ．． ．∴ 3 2 ∴ ・1 ．

政 一 －．府 ‘・・支 十 塔 ‾ 8 0 ∴ 4 ． 8 6 ． 0 ． 9 2 ． ．7 8 ． 月 1． ・∴ 7 ‘二、8 ∴ －

F　 最 終 消 費 軍 出 4 3 ． 7 4 5 ． 5 4 7 ． －し1 ‾ 4 ． ・1 ＿r ∴ 3 ．・こ6 ▼・1＝

固 定 資 本 形 ‾成 3 6 ． 7 ‘4 q ． ＿5 　 4 5 ． 6 1 0 ． ，3 ，、－ 1 2 ．1 5 ∴

・財 貨 ・．サ ー 畔 ネ の 輸 出 ㍉ ．4 7 ． 4 4 3 ∴ 4　 ′ 4 5 ．＿ 1 ． ▲ ‾ ・8 ． 4 ！ 寧∴ 9

ノ（触 財 貨 ・サ ⊥ ビ ス の 輸 入 3 5 ． ．8 ．．3 2 ． 9 1 3 6 ． 0 ▲ －8 ．．＿2 ・‾ ．‾9 ．・ 4

．‾ 国 ・‾　 内 ．‾ 総 ・ 生　 産 「 4 6 5 ．、4 4 7 0 ． ＿5 4 8 8 ．． 5 1 ． 1
料 ！ 8 °‘

．－1 （ 同 ‾ ・ ・腋 牒 「 「
－ － － 0 ． 2 2 ．． 4

国 ‾〕 民 ＿翠 ∴ 生 ∵ 産 　 4 7 ＿0 ∴ 1 － ．4 7 5 ． 1 4 9 4 ・． O　 r 1 ∴ 1 ∴ ．4 ． ‾O r

∴ （ 1 同 「‘ 爽 質 ）1 －
－ － －

0 ∴ 2 －・ ・2 ． 由 一

2．労働・置用

乎球 4年度

▼‾（実　 線

平成5 年度　 －

傍靖見込み）

平成 碑 渡

（見通 u

対 前 年 度’比 増’滅 率

平 成 5 年 度 平鹿 6 年 度

単　 一．人　 ・口．‾－

叫 万 人顧 万夫程度 噸 噸

1 ＿2， 4 3 7 ・ 1 2i．4 7 0 一 1 2 ， 5 0 0 0 ∴3 ＿ 0．‾査

1．‘5＿額　 以　 上 ’人　 口 ′1 0， 3 0 4 1 0， 3 9 0 1 0 ．・、4 6 5 0 ．‾8 ‘ 0． 7 ，

労 ＿・働 ．．．．力 ．人 ‘ロ 6，こ．5 8 3 ．6，・6 3 0 6； 6 7 5 ・ 0 ．－7 0－．－7 ＿′：

就 ∴ 業　 者 一一＿総　 数 6，‾4 3 7 6， 4 5 0 6． 4 9 5 0 ．・2 ＿ －0！ 7

雇 ・用 ・一着　 総 ．徴 5， 1 4 1 ・ 5，㌧2 2 0 5 ，°3．・0 0 ’‾＿ ．‘1∴ 5 1！・5

ー4－

うデ十車輌半掬舶藩

3．生　産　活　動

平 成 5 年 度

（実 線 鮎 墨み ）

平 成 6 年 度

（見 通 u

鉱 工 尭 生 産 指 裁 ・増 時 評

癖 渡 ．

▲ －4 ． 0

蠣 度

1 ． 3

農 林 漁 業 生 産 指 数 ・ 〝 ▲　 ＿8 ． 0 ・ 7 ・＿甲＿．

国 内 貨 物 輸 送 （トン・手か ＿∴ 〝 ▲　 2 ．1 9．＿ 1 ． 5 ‾－

．・軸 ）・ ・〝 0 ．‾　さ 2 ． 0

4．物　　価

　平成 5年度

欄 見込み）

平成 6年度

‘現 通し）r

・総合卸売物価指数 ・臆落率・‘

畢 彿

▲ ・3． 2

，確 度

1 0 ．．2

消 費 者 物 価 指 数 丁　 で I l． 2 1． 5

′5．国　際　収‾支

平 成 4 ‾毎 度 ‾．－

（夷 練 ）

．．平 成 ．5 ‾年 度 ．＿．

・（実 績 見 込 み ）

t　平 成 6 ．年 度

・（見 通 し）・

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 5 年度 喪或 6 年 度

経　　 常　　 収　　 支

・兆円 兆円程 度 癖 麗度 噸 邦程 度

1 5 ． 6 1 4 ． 4 1 3 ． 8 － －

，貿　 易　 収　 支 1 6 ： 9 1 5 ．，4 1 5 ． 0 － －

輸　　　　　 出 、‘ ．4 1 ． 8 3 8 ． 2　 ‾ 3 9 ． 6 ▲ 8 ． 7 ′3 ． 7

・．輪 ．　　　 入 2 4 ． 9 2 ＿＿2 、， 8 ‾ 2 ‘4 ． 6 ▲ 3 ． 3 7 ．°　9

（障割上記由緒計数は∴環窪考えられる内夕帽牧を前提とし、本文において表明され刊、る紐転勤旨の下で想定された平

成6年度の経済の姿を示すものであり、我痛地軸画鞘軌鵬の主体をなすものであること、また稗こ国際環

境の財臼こは予見し瓢琶孫が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の帽をもって考えられるべきである。
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参　　考　　資　　料

第1表　実質国内総支出

対 前 年 度 比 増 減 率

平成 5 年度

（第歳見込み）

平成 8年度

朋 し）

主
ヽ

民 間 最終 消 費 支 出

，‘程度

0 二　9

噸

2 ． 4

要

項

目

民　 間　 住 ・ 宅 8． 5 5 ．2

民 間 企 業 設 備 ▲－　7． 2 0 ． 1

政　 府　 支　 出 6． 9 7 ． 5 ．

財貨 ・サービスの輸出 ・▲　 0 ． 2 2 ． 1

財貨 ・サービスの輸入 3． 7 6 ． 6

国内総支 出 （＝国内総生産） 0． 2 2 ．4‾

うち内 需 寄 与 度 0． 8 3． 0 ．

外 需 寄 与 度 ▲　 0 ． 5 ▲　 0 ．一6

国民総支出 （＝国民総生産） 0 ． 2 2 ． 6

第2表　国民所得

平成 4年度

（実　 韻）

平成 5年度

（実線見込み）

平成 6年度

（見通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平成 5 年度 平 成 6 年 度

雇　 用　 者　 所　 得

兆円 兆円程度 兆円程度 ，絹 渡 ，確 度

2 6 3 ． 6 2 7 0 ． 0 2 7 8． 5 2． 4 3 ． 1

財　　 産　　 所　　 得 3 6 ． 9 3 3 ． 2 3 4． 1 ▲　 9． 9 2 ． 7

企　　 業　　 所　　 得 5 9 ． 4 5 7 ． 1 6 0． 2 ▲　 4 ．0 5 ． 4

合 計 ：’国 民 所 得 3 5 9． 9 3 6 0 ． 3 3 7 2． 8 0． 1 3 ． 5

　〔
ー6－
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平成7年度の経済見通し

と経癖運営の基本的態度

平成7年1月20日
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平成7年度の経済見通しと縫済運営の基本的態度

′

ｌ
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1．平成6年度の我わ嘔経済と国脚青勢

い平成8年度の拗唱陛済

平成6年度の我舟唱経済は、総じて低迷の続く厳しい状況から始まったが、政府は、平成6年2月の

総合経済対策や景気に配慮した平成5年度予箆の着実な実施等通伽、つ機動的な経済運営に努めてきた

ととろである。かかる努力の効果もあり、企業設備等の馳囁いているものの、我が国陸溝は緩やか

ながら回復基調をたどっている。尾嘲青勢については、弘昌柴を中心に依然厳しさがみられる。一方、

経常収支の黒字幅融糾、している。

この結果、平成6年度の我が国経済は、国内総生産の実質成長率がＬ　7％程度となるなど別添の主

要経済指膀平成6年度の欄のとおりと見込まれる。

（ｚＩ我が国経済を取り巻く国際経済情勢

次に、我8嘔睦坊を取り巻く国脚轟勢をみると、世界経済は、全体として拡大基調を強めている。

先進各国では、アメリカは景気拡大が挽き、酉ヨーロッパも回復しているなど、景気回復の歩調がそろ

い始めている。開発途上国をみると、アジアでは景気は好調に拡大しているが、中国では通則大助囁

いている。他方、世界貿易の自由化と貿易ルールの強化を目指したウルグァイ1・ラウンド合意の円滑な

実施等のための国際槻関である、世界貿易機関（ＷＴＯ）が創設の運びとなり、アジア・太平洋経済協

力（ＡＰＥＣ）においても、当該地域における貿易投資の促進・自由化等の方向力射ち出された。

2．平成7年度の辟運営の基本的態度

以上のような情勢を踏まえ、平成7年由こおいては、次のとおり、現在及び将来を見据え、我卵国拉路

の基本的課題に対応した経済運営に臨むものとする。

第一は、回復局面にある我が国経済の内需を申Ｌ、としだお印帳の確保に向け、引き続き内外の経済動

向に注視しつつ適切かつ機動的な経済運営に努めることである。

すなわち、働き盛りの中堅所得者層の負担累増感を緩和する等の制度減税に特雲脚脱を上乗せすること

により、平成6年度と同規模の所得減税を引き挽き実施する。また、公共投資の着実な推進、住宅投資の

促進等景気の情勢に適切に配慮するよう努める。さらに、投郎察境の整備を通じた民間投資の喚起、経営

安定及び構造改革等を図るための中小企業対策、失業の予防や離職者の再就職促進、雇用臓会の開発への

力夏を含む雇用対策、な．ど各般の施策を柿ずる。また、金融機関による資金の円滑な鋲給、不良資産等の

－1－



処哩促進及班正芳市場の活肘巳のための措置などを引勘臨討終ずるはかし金訂・了については、内外経済

動向及廟地樹藷勢を注祝しっっ適切かり械動的な運営を図る。さらに、蜘政策の積極的推進㍉公共

料金についての個別案件ごとの厳正な取扱い、価格動向の調査・監視等を通じ、引き挽き物価の安定に努

める。

第二は、経済の先行きについて依然存在する閉塞感を打破するとともに、国勾産業の空桐化等の懸念に

通鍬こ対応し、内需主導型の経済構造を実現し、負櫨的で活力ある経済社会を橘酎一るため、我が国経済

の将来的な発展環蟻を整備することである。

すなわち、新規事業の創出や事業の拡大等、及び奴争の促進や価格の弾力化等を通じた聯易の効率化等

の観点から、規制緩和を推進する。また、高コスト構造是正等の観点から、物価隠避を改めていくため、

内外価格差の是正・縮小に頓極的に取り細れ我嘲劾㌔　脂性勤、な産業へ脱皮するよう、既存直

射こよる事業革臥中小企業をはじめとする新規事業分野の開拓、失業を経ない労働移動等への支陵によ

り、産業・雇用構造の転換の円滑化を推進する。さらに、新たなフロンティアを開拓し、新規産業の発展

及び創適的な皐巣展開を促す観軸、ら、錮随的研兜臥独貞岬な人材の商丸高射再報化等に係る良質

な社会資本の計画的整備を進めるなど所要の聯轟の盤腕等を推進するこさらに、匡杜の特色ある光跡こ向

けて、東京への集中の弊書の除去と地方の活肘ヒを図ることにより多極分散型国土の形成を促進し、安全

で良質な国土・居住空間の形成等に努める。加えて、エネルギーの安定供給の確保に努める。農業につい

ては、新たな国際環境に対応し得る農袈・農村を目指し、・効率的で寅輝的な経営体の育成等のウルグァイ

・ラウンド農秦合意関連対策を実施し、また、林業や水産業の融封巳を図る。また、環境との調和を図る

ことにより、持脚勺兄財で可能な経済社会の構築を目指す。

第三は、行財政改革を強力に推進することである。

すなわち、経済社会の変化に如応して適切な行政が行われるよう、特殊時人を含め行政の役割を雇虚し、

簡素化、効率化を図るペく、行政改革推進本部を中心として行政改輩を推進する。規制緩和については、

経済相醜吋は原則自由・例外規制」社会的舶叫は必要副、隈のものとすることを基本的考え方とし、5年

を期間とする規制緩和旭幽†画の着実な実施を図ることにより、徹底した見直しを進める。さらに、国と

地方の役割分担を見直し、地方分抱を推進する。

また、我が国の財政は、巨額の国債累鏡に伴う国情堂負担等により極めて厳しい状況力囁き、脚宮

の政範選択の嶋が挟まっているが、財政が高ｌ附し国際化等に適切に対応しうるよう、公債残高が鼎曽し

ないような体質を作り上げる必要がある。このため、歳出面では、公暁発行朝を可宙的限り抑制するため

歳出の節減合理化を行う一一五杜会経獅親の変化を踏まえ緊要と考えられる分野に薗尉ヒを図る。

第四は、国民が真の豊かさを実感できる経済社会の構築を目指すことである。

このため、経済成長のあり方やその成果の活用に対する考え方を生活者・消貨者垂抱へ凌沸していくこ

－2－
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とにより、国民露ア沖の日揺をより直接的に生活の賀の向上に結びっけていくよう努める。
ｌ

すなわち、新た・し成定した公淵貨資細一一画甲着実な実施により国民生活の質の向上に重点を置いた社

会資本の整廟を他酎一るとともに、良質な住宅の取得が可能となること等を目指した土地対策、住宅対策

等の充実による良質な住宅の蓄積と安全で良好な居住環蟻の整備、年間総労働時間1800時間の達成に

向けた労妙寺間の短縮のための取組、弘鋤痕任桟の周知徹底をはじめとした総合的な梢聾者披蜜扱い

救済策のＩ脚肖貴書保護に関する諸施策、さらには、国民生活の質の向上、梢襲者の遇択の拡大等を目

指した規制緩和の実施や内外価格差の是正「縮小など各般の施策を講ずる。

第五は、経済活動の国際的相互依存カＬ層深まっている鰍を踏まえ、多卵勺自由貿易体制の経等・強

化に向け我が国として主体的・積極的に努力し、世界経済の持続的発展に拉極的に貢献するとともに調軸

ある対外経済関係嘲励こ努めることである。

このため、ウルグァイ・ラウンド合意の着実な実施に努め、新たに成立する世界貿易機関（ＷＴＯ）を

中心とする紡腔的枠組みの中で、多角的自由貿易体制の一層の強化に責献する。また、規制緩和に加え、

各般の輸入拡大策の推進、対日投資会議等による対日直接投資の促進、政府調達における内外如差別及び

手続の透明化、市場開放問題苦情処理体制（ＯＴＯ）の機能の活用等を通じた市場アクセスの改善等を推

進し、貿易・投資の拡大均衡を図るはか、金融・資本市塙の「層の自由化を図る。一方、開発途上国の経

済社会開発等に資するため、．蜘椰司先援助大桐の理念・原則を踏まえつつ、政府開発援助の第5次小机目

線に基づく経済協力の拡充及び国別援助方針に基づく効果的・効率的な援助の実施と、貿易、投資等を通

じた開発途上国に対する資金協力の促進を図る。さらに、ＡＰＥＣの貿易・投資の促進・自由化及び開発

面での協力強化のための域内脱力推進のため、鋤く国として税極的に対応する。環境、人口、エイズ等地

球規模の問題については、技術開発の推進等により問題の解明と解決に貢献するとともに、閃光途上国へ

の協力を進める。

なお、21世紀に向け、地球社会の発展に寄与しっつ、自由で活力があり、国民が豊かに安心して暮ら

せるとともに、国内外に惇紗、れた経済社会を創造するための新しい脚計画を策定することとしてい

るｅ

3．平成7年度の経済見通し

＿昆己のような経済運営の下において、我力邸は民間詔要の回腹を中心として、内需巾Ｌ、の安定成長

の実現に向かうものと見込まれる。国頬紅ｌ盛の実質成長率は2．8％程度になるな乙平成7年度の経

済見通しは、おおむね別添の主要練酎旨擦平成7年度の柵のとおりである。なお、我が国軍済は民間活動

がその封本をなすものであること、壷た、特に国際環境の変化し兵唾県南部地震の影響には予見し難い要

素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の幅をもって考えられるべきである。
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別　添

1．国　内，総　生　産

主　要　耗　弱目脂　標

平 成 5 年 度

（実　 損 ）

平 成 6 年 度

（美 帆 見 込 み ）

平 成 7 年 度

（見 通 し ）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 6 年 度

！‘程 度

平 成 7 年 度

！‘程 度

展 開 最 終 消 糞 支 出

名 目 ・兆 円 名 目 ・兆 円 程 度 名 目 ・郷 円 税 度

2 7 3 ． 0 2 8 2 ． 3 2 9 4 ． 2 3 ． 4 4．． 2

民　　 間　　 住　　 宅 、 2 4 ． 2 2 8 ． 7 2 7 ． ｚ 1 0 ． 2 1 ． 9

民　 間　 企　 業　 投　 備 7 1 ． 9 6 6 ． 2 6 8 ． 9 Ａ 7 ．．9 4 ． 0

風 間 在 庫 品 増 加
1 ． 0 1 ． 0 1 ． 3 3 ． 8 2 6 ． 0

政　　 府　　 支　　 出 、 8 5 ． 9 9 0 ． 0 9 3 ． 0 4 ． 7 3 ． 4

最 終 消 員 支　 出 4 5 ． 0 4 6 ． 4 4 Ｉ． 8 ．、 3 ． 1 3 ． 0

固 定 資 本 形 成 4 1 ． 1 4 3 ． 6 4 5 ． 2 5 ． 9 3 ． 8

財 貨 ・ サ ー ビ ス の 鈴 出 4 3 ． 6 4 4 ． 1 4 6 ． 0 1 ． 0 ° 4 ． 3

（控 除 ）財 貨 ・サ ⊥ ビ ス の 輸 入 3 2 ． 9 3 4 ． 7 3 1 ． 8 5 ． 4 8 ． 8

国　 内　 総　 生　 産 4 6 6 ． 3 4 7 5 ． 5 － 4 9 2 ． 8 1 ． 9 3 ． 6

（ 同 ・ 実　 質 ）
－ － － 1 ． 7 2 ． 3

国　 民　 総　 生　 産 4 1 0 ． 8 4 7 9 ． 7 4 9 7 ． 5 ・1 ． 9 3 ． 7

（ 呵 ・ 実　 質 ）
－ － － 1 ． 7 2 ． 8

2．労　働・雇　用

平 成 5 年 度

（実 ‘錆 ）

平 成 6 年 度

（実 崩 見 込み ）

平 成 1 年 度

（見通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 6 年 度 平 成 7 年 度

絃　　　　 人　　　　 口

万人 万 人 程 度 万 人 程度 ，‘程度 ％ 程度

1 2 ， 4 6 9 1 2 ， 4 9 5 1 2 ． 5 2 5 0 ． 2 ・ 0 ． 2

1 5 畿　 以　 上　 人　 口 1 0 ． 3 ， 0 1 0 ． 4 6 5 1 0 ． 5 3 5 0 ． 7 0 ． 7

労　 働　 力　 人　 口 6 ， 6 2 9 6 ． 6 6 0 6 ． 1 0 0 0 ． 5 0 ． 6

就　 業　 者　 総　 数 6 ． 4 5 4 6 ， 4 6 5 6 ， 5 1 0 0 ． 2 0 ． 7

雇　 用　 者　 総　 数 5 ， 2 1 3 5 ， 2 5 5 5 ． 3 2 0 0 ． 6 1 ， 2

－4－

3．生　産　活　動

平成 6 年度

（実 傾 見 込 み）

平 或 7 年 度

（見通 し）

鉱 工 業 生 産 指 数 ・増減 率

，‘程 度

2 ． 8

，絹 渡

4 ． 0

農 林 漁 業 生 翠 指 数 ・ 〝 8 ． 6 ▲ 3 ． 5

国内 貨 物 輸送 くけ ・軸 ）・ 〝 1 ． 7 2 ． 奮

国 内旅 客 輸送 （人 ・如 ）・ 〝 1 ． 4 2 ． 2

4．物　　価

】

平成 6 年度

（某所見込み）

平成 7 年度

・び已通 し）

総 合卸尭 物 価指 数 ・臆蕗率

，‘程度

Ａ ｌ． 5

％提度

0 ． 5

消 負 着 物 偽 指 数 ・ 〝 0 ． 6 0 ． 9

5．国　際　収　支

平 成 5 年 度

（ 実 組 ）

平 成 6 年 度

く実 税 見 込 み ）

平 成 7 年 度

（見 通 し ）

封 前 年 度 比 増 減 率

平成 6 年 度 平 成 7 年度

経　　 常　　 収　　 支

兆 円 兆 円 程度 兆 円程 度 野程 度 ％ 程度

1 4 ． 1 1 2 ． 7 1 1 ． 9 － －

貿　 易　 収　 支 ‘ 1 5 ． 4 1 4 ． 8 1 3 ． 6 － －

輪 ミ　　　 山
3 8 ． 4 3 9 ． 0 4 0 ． 5 1 ． 6 4 ． 0

坤　　　　　 人 2 3 ． 0 2 4 ． 7 2 6 ． 9 7 ． 5 8 ． 3

（備考）上記の総軒数は、現在考えられる内外環境を前提とし、本文において表明されている桂済選言の下で想定された平

成7年度の経済の姿を示すものであり、我が国経済は民間活動がその主体をなすものであること、また、特に国際環

境の変化、兵庫痩南部地産の影響には予見し難い要素が多いことにかんがみ、これらの数字はある程度の樋をもって

考えられるべきである。
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参　考　資　料

第1真　実賃国内線支出

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 6 年 度

く夷 級 見 込 み ）

平 成 1 年 度

（見 通 し）

主 展 開 最 終 消 貸 支 出

，硝 腹

2 ． 1

！絹 腫

3 ． 3

要

項

民　　 間　　 住　　 宅 　ヽ 9 ． 5 0 ． 2

民　 間「企 ∴葉 ：毅．儲 ▲ 5 ． 8 3 ． 7

政　　 府　　 支　　 出 4 ． 7 2 ． 9

日

財 貨 ・サ ー ビスの 輸 出 5 ． 6 4 ． 0

′財 貨 ・サ ー ビス の抽 入 6 ． 9 7 ． 1

国 内 総 支 出 （－ 国 内 総 生 産 ） 1 ． 7 2 ． 8 ‘

う ち内 需　 寄 与 度 1 ． 8 3 ． 2

外　 需　 寄　 与 度 ▲ 0 ． 2 ▲ 0 ． 4

国 民 総 支 出 （巳 国 民 総 生 産 ） 1 ． 7 2 ． 8

第2去　国民所得

平 成 5 年 度

（実　 紋 ）

一平 成 6 年 度

（真 綿 見 込 み）

平成 7 年 度

（見 通 し）

対 前 年 度 比 増 減 率

平 成 6 年 度 平 成 7 年 度

雇　 用　 者　 所　 持

兆 円 兆 円程 度 兆円 程度 ％ 程度 ，準 度

2 6 9 ． 0 2 7 5 ． 9 2 8 6 ． 8 2 ． 6 3 ． 9

財　　 産　　 所　　 得 3 6 ． 4 3 3 ． 5 3 4 ． 2 ▲ 7 ． 9 2 ． 1

企　　 業　　 所　　 得 5 3 ． 5 5 4 ． 6 5 9 ． 0 2 ． 0 8 ． 1

合　 計 ： 国　 長　 所　 簿 3 5 8． 9 ・ 3 6 4 ． 0 3 8 0 ． 0 1 ． 4 4 ． 4

－6－
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